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運動を通しての総括
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 青年会議所とは

【青年会議所の基本理念】
明るい豊かな社会の実現を理念として
全国に679会員会議所があり、より良い社会づくり
をめざし、ボランティアや行政改革等の社会的課題
に積極的に取り組んでいます。

【青年会議所の組織】
全国にある会員会議所の総合連絡調整機関として
日本青年会議所があり、日本全国に運動を展開して
います。



 青年会議所とは

【青年会議所の会員構成】
20歳から40歳までの青年経済人に入会資格があり
会員の多くが中小零細企業の経営者か役員で構成
されています。
現在の総会員数は、約27,000人になります。



 インフラ整備の実情

日本のインフラ整備の軸

【国土強靭化計画】

H26年閣議決定

H30年～R2年
(3か年緊急対策)

R3年～R7年
(5か年加速化対策)

R8年～
（未定）



 令和5年度の豪雨災害状況

福島県
1,184棟

茨城県
510棟

千葉県
661棟

京都府
269棟

秋田県
3,850棟

石川県
136棟

山口県
337棟

福岡県
1,129棟

埼玉県
793棟

静岡県
160棟

愛知県
331棟和歌山県

838棟 ※総務省消防庁発表
※床上浸水棟数100件以上

被災地は、地方都市が多く
また、県庁所在地以外の
市町村及び山間部の被災件数
が最も多い実績となっております。



 官民連携の可能性

持続可能な日本のインフラ整備の在り方

【公共性が高い建物】

◇官民連携

●PFI/PPP

【公共性が高い土木インフラ】

知名度も高く自走している。

●SIB 知名度が低く、実例がない。



 官民連携の可能性

インフラ整備に対しての民間からの寄付

民間メリットが少ないため事例が少ないのが実情



企業版ふるさと納税を活用したインフラ整備促進

●企業側のメリット

企業版ふるさと納税の市場規模の推移

法人関係税が自治体への寄付額の最大９割が軽減され
企業の実質的負担額は1割まで圧縮される。

 官民連携の可能性



企業版ふるさと納税を活用したインフラ整備促進

●自治体側のメリット

企業からの寄附と
交付金・補助金の併用が可能

 官民連携の可能性



官民連携スキームの構築

【ロールモデルの創出】
宮崎県新富町が立ち上げている防災拠点整備に
興味を示し、自社が開発しているコンテナ型のハウスを
現物寄附の形で企業版ふるさと納税として寄附を行います。
設置予定は年度内で打合せが進んでおり、年内に締結式を
実施する見込み。
(予定寄附額)
800万(コンテナハウス一基単価)
×7基=5,600万

企業版ふるさと納税を活用してのインフラ整備

 官民連携の可能性



企業版ふるさと納税を活用したインフラ整備促進
の課題

●企業版ふるさと納税の促進に向けて

 マッチング事例の共有する場
 マッチングを促進するためには民間ポータ

ルサイトの活用が必須ですがコンサル料
が高いため断念するケース

 企業としては、より分かりやすいプロジェク
トに寄附したい

 官民連携の可能性



防災インフラ整備は、南海トラフ大地震や首都直下
型地震を抱える日本として必ず取り組んでいかな
ければいけない共通の課題です。
その中で企業が、いかにして未来ある子供たちに
安心・安全な国土を残していけるかは、大事なテー
マと考えています。
企業版ふるさと納税は、企業が税金の使い道を選
べる有益なスキームと考えています。
全ての地域が取り残されることない日本を目指して
活発なマッチングをお願いします。

 運動を通しての総括
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